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分担研究報告書 

 

泌尿器科的な観点からの患者記録形式の検討 
 

研究分担者 福原 慎一郎 大阪大学 講師 

 

研究要旨 

2022 年 4月から、人工授精治療および体外受精・胚移植治療などの生殖補助医療（ART）

治療が保険適用となり、不妊治療を受けるカップルの増加が予想される。ART 実施施設で

は様々な不妊症の検査・治療が実施されているが、保険適用を機に、不妊症の検査・治療に

関する標準化が急務である。医療者と患者間の情報伝達と治療に関する記録を標準化する

ことは、治療上のメリットになるばかりでなく、ART で出生した児の将来的なリスクに関

する情報を提供する可能性がある。本研究では、医療者と患者間、医療施設間で共通に使用

できる不妊症に関する検査・治療記録システムを構築することを目的とした。 

 

A．研究目的 

体外受精・胚移植などの生殖補助医療

（Assisted Reproductive Technology, ART）を

必要とするカップルが増加している。2019

年の ART 治療により出生した児は 60598 人、

ART 出生児の総出生に占める割合は 7.0%

（1/14）であった。 

2022 年 4月、人工授精治療および体外受

精・胚移植治療などの ART 治療が保険適用

となり、これまで以上に不妊治療を受ける

カップルの増加が予想される。 

ART 実施施設では様々な不妊症の検査・

治療が実施されてきた。その中には保険適

用外の検査・治療が多く含まれている。保険

適用を機に、不妊症の検査・治療に関する標

準化が急務である。 

医療者と患者間の情報伝達と治療に関す

る記録を標準化することは、治療上のメリ

ットになるばかりでなく、ART で出生した

児の将来的なリスクに関する情報を提供す

る可能性がある。 

この研究の目的は、医療者と患者間、医療

施設間で共通に使用できる不妊症に関する

検査・治療記録システムを構築することで

ある。 

 

B．研究方法 

医療者と患者間、医療施設間で共通に使

用することのできる検査・治療記録システ

ムの作成に際し、それぞれの立場で必要な

項目の抽出と選定が必要である。 

研究分担者である、福原および村上は、男

性不妊症、看護・コメディカルの観点から必

要な項目の抽出を行った。 

また研究分担者の髙橋は、産婦人科医師、

生殖医療専門医であることから、産婦人科

的な観点から、不妊症の検査・治療記録シス

テムに必要な項目を抽出した。 
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これらの抽出した項目から、さらに項目

を選定し、日本産科婦人科学会の ART登録

施設、生殖医療専門医（泌尿器科）、患者団

体へのアンケート調査を実施する予定であ

る。 

 

C．研究結果 

泌尿器科的な観点からアンケート調査に

必要と考えられた項目を抽出した。抽出さ

れた項目は、①問診に関する項目（基本属

性、既往歴、家族歴、生活歴を含む）、②不

妊症に関する項目（検査歴、治療歴）、③診

断・治療方針に関する項目、④治療中のモニ

タリング項目（一般不妊治療、手術歴、ART

歴）などである（表 1）。 

 

表 1．不妊症に関する検査・治療記録に必要

な項目（泌尿器科的な観点から） 

生活習慣 

不妊期間 

過去の通院歴 

薬物治療歴 

サプリメント服用歴 

精液検査結果 

内分泌学的検査 

感染症検査結果 

染色体検査 

男性不妊症に関係する手術歴 

タイミング療法に関する情報 

等 

D．考察 

本年度は、不妊症に関する検査・治療記録

の標準化を目的として、医療者と患者それ

ぞれの立場で必要な項目の抽出を実施した。 

産婦人科的な観点から、問診、検査、治療

について項目を抽出した結果、かなりの項

目数となった。いずれも重要な項目ではあ

るが、記録形式の標準化では大幅に項目数

を削減する必要があるかもしれない。 

記録形式が紙媒体の場合は、項目数の削

減は必須であると考えられる。一方、これが

電子化された記録媒体の場合は、項目数の

数自体はあまり問題がなく、データ入力の

インターフェースの改善で対応できる可能

性がある。 

 

E．結論 

本年度は、不妊症に関する検査・治療記録

に必要な項目の抽出を実施した。次年度、こ

の抽出・選定された項目が、医療者と患者に

とり十分な内容かどうか、ART 実施施設、

生殖医療専門医（泌尿器科）、患者団体など

へのアンケート調査を実施する予定である。 

 

F ．研究発表 

1. 論文発表 なし 

2. 学会発表等 なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 該当なし 

2. 実用新案登録 該当なし 

3. その他 該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

  




